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I.はじめに

現在、農業をめぐる環境に止厳しいものがある。とくに、基幹作物であ

る水稲作については、1970年代の初頭から開始された「生産調整」(減反

政策)がある。この点では、1993(平成5)年から実施された「水田農業

活性化対策」をへて、1996(平成8)年には「新生産調整推進対策」へと

継続している。本稿が対象とする岡山市においても、こうしたなかで平成

8年には、減反率31.7バーセソトにのぼっている㌔　また、1993(平成5)

年には、ウルグアイ・ラウソドの決着にともなって米の部分輸入化が実現

し、米をめぐる国際環境も悪化した。他方では、1995(平成7)年には、

「食糧管理法」にかわり、新しく「新食糧法」が施行され、米流通への市

場原理の導入や規制緩和が行われ、生産農家にとっては自由化への変化と

なって厳しい事態も想定される聞。近年では、自主流通米価格も低く推移

しており、農家経済への形撃は大きいといえる。米以外に野菜の動向を見

ても、数量では、1984(昭和59)年をピークに減少しており、円高・気象

変動とのかかわりで、国内野菜にかわり輸入野菜の数量や品目が増加して

いる。米同様に国内野菜をめぐる状況も厳しいものがある。こうして、い
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きおい、農業から農外への就労の変更、また賃労働を中心とした兼業化が

急増しているのがもう一面の現象である。

それでは、以上のような環境悪化のなかで水稲作を中心とした農業の担

い手はどのような行動様式を示しているのであろうか。また、農業に基盤

をもって成立していた集落(村)は、どのように変貌しているのであろう

か。こうして農民の生産と生活の現状を、その担い手のあり方に即して検

討することが重要な課題となっているといえる。本稿では、この点を検討

する手がかりを得るために、西日本の典型的な米麦作地帯である岡山県岡

山市藤田地区を対象にとりあげた。後述するように、藤田地区は児島湾干

拓によって開けた平坦地である。もともとは米麦専作地帯として形成され

たが、1961(昭和36)年の国道30号線の開通により、隣接する岡山市そし

て倉敷市への通勤兼業が可能になった。そして、1975(昭和50)年には、

旧藤田村が岡山市に合併されて現在に至っている。岡山市藤田地区は、旧

藤田村の地区割に即して、大曲、都、錦、都六区、錦六区の5集落に分か

れている。後述する錦六区の場合のように、この旧村単位の集落が、農民

の生産・生活の上で大きな機能を果たしている。以上のように、岡山市藤

田地区は、都市近郊地農村としてこれまで形成されてきている。その都市

近郊地帯としての性格をもった農村地域において、その担い手のあり方を

明らかにするために、以下のような手順を踏んで検討する。すなわち、II.

岡山市の農業と農家経営。ここでは、藤田地区が属する岡山市全体の農業

の概況を統計資料をもって分析する。III.藤田地区の生産・労働。都市近

郊地の土地柄を活かしながら営まれている代表的な生産組織をとりあげて、

その運用の実態と各個別農家の経営志向を明らかにする。Ⅳ.藤田地区の

住民生活と町内会。藤田地区に属する錦六区集落を対象に、町内会(区会)

活動のあり方を通じて、藤田地区農民の生活の一端を明らかにする。こう

して、全体として、すでに述べた課題に、都市近郊地農村という観点から

接近するわけである。刷
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注

(1)「新生産調整推進対策の推進」岡山市・岡山市農協連絡協議会、1996年、2ページ。

(2)「新食糧法」をめぐる評価の一端として、農政ジャーナリストの会「日本農業の

動きNo.112『新食糧法』とコメ流通」農林統計協会、1995年、をあげておく。

(3)本稿の執筆は、I.はじめに、Hl.藤田地区の生産・労働、Ⅴ.おわりに、を秋

葉が、II.岡山市の農業と農家経営、Ⅳ.藤田地区の住民生活と町内会、を石阪

が分担した。

II.岡山市の農業と農家経営

岡山市は、旭川と吉井川が瀬戸内海に注いでひらけた岡山平野の中央部

に位置する。1889(明治22)年の市制施行以来計11回の市町村合併を繰り

返し、1995(平成7)年11月現在で、総面積513.26平方キロメートル、人

口612,110人と、今や中国地方を代表する中核拠点都市である。同市は、

中・四国における行政や経済ないし文化の中核であるばかりでなく、農業

の核ともなっているのが特徴的である。1995(平成7)年現在、総農家戸

数は13,600戸と全市町村中1位であり、また農業粗生産額および生産農業

所得はともに全市町村中7位(1994年)と、現在、同市は、中・四国地域

を代表する農業中核都市でもある。

岡山市の農業といえば、白桃やマスカットなど特産品果樹の生産という

イメージが先行しがちだが、現在、市の耕地面積の9割近くは水田であり、

市農業の基幹はむしろ岡山・西大寺・興除・藤田など南部地区を中心に大

規模展開されている水稲作農業であるといえる。全国の市町村と比較して

も、水稲作付面積、米の粗生産額は、ともに秋田県大潟村、福島県郡山市

についで全国3位に位置しており、岡山市は西日本有数の水稲作地帯となっ

ている日。

とくに最近の岡山市の水稲作農業は、ウルグアイ・ラウソドの農業合意

や食管法の廃止など米事情の激変にさらされながらも、1995(平成7)年
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2月に策定された「岡山市農業経営基盤強化促進基本構想」に即して、そ

の営みをさらに展開しつつある。最近15年の水稲の作付面積と収控童の変

化を示した表1からも、作付面積は1992年以降は増加に転じており、かつ

収穫量もほぼ安定的に4万トソ前後を保ちながら、ここ数年は増加傾向に

あるのがわかる。また、表2の水稲10アール当たりの収穫童の推移をみて

も、最近15年間のうちの12年次は470キログラムを超える収是となってお

り、岡山県や全国の値をほとんどの年で上回っている。

岡山市の水稲作農家は、米環境をめぐる不安定な状況の中でも、こうし

た水稲の収穫量の増加につながる経営努力を一貫して実践してきていると

思われるが、本節では、このような水稲作農家の経営状況の変化を統計資

料を用いて概観・検証し、市農業および農家の現状、そして営農志向の方

向性を明らかにしてみたい。

(り機械化の進展とその影響

はじめに、農用機械の普及状況

であるが、主要農用機械の個人保

有台数の変化を示した表3をみて

みると、動力耕転機・農用トラク

ター、動力田植機、自脱型コソバ

イソの各台数は、1985年まで一様

に増加し、その後は横這いないし

は減少傾向にある。これは、1985

年前後に主要な農用機械の普及が

終わったことを示しており、稲作

の機械化体系がほぼ完成したこと

を表わしている。また、米麦用乾

燥機の台数が1975年以来減少傾向

にあるのは、市内に共用の大型乾

表1　水稲の作付面積と収穫量
(岡山市:1981-94年)
作付面積 (ha) 収 穫量 (t)

19 8 1年 9 ,5 6 0 4 7 ,8 0 0

1 9 8 2 9 ,4 0 0 4 5 ,3 0 0

19 8 3 9 ,4 9 0 4 6 ,0 0 0

1 9 8 4 9 ,7 0 0 4 8 ,5 0 0

19 8 5 9 ,9 3 0 4 6 ;9 0 0

1 9 8 6 9 ,7 4 0 5 1 ,1 0 0

1 9 8 7 9 ,0 1 0 4 2 ,6 0 0

1 9 8 8 8 ,9 0 0 4 7 ,3 0 0

1 9 8 9 8 ,8 1 0 4 6 ,10 0

1 9 9 0 8 ,6 7 0 3 5 ,8 0 0

1 9 9 1 8 ,5 5 0 4 0 ,2 0 0

1 9 9 2 8 ,8 9 0 4 7 ,3 0 0

1 9 9 3 . 9 , 1 3 0 4 3 ,10 0

1 9 9 4 9 ,7 2 0 5 9 ,0 0 0

注:『岡山農林水産統計年報』各年
次より作成。
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表2　水稲108当りの収穫量の推移(1980-94年)
(単位:kg)

岡　 山 市 岡　 山　 県 全　 国

1980 年 44 3 392 4 12

198 1 50 0 466 4 53

1982 4 82 44 3 4 58

1983 48 5 460 　 4 59

1984 40 8 323 3 19

1985 4 72 460 5 01

1986 5 25 489 5 08

1987 4 73 445 4 98

1988 5 31 496 4 74

1989 5 23 476 4 96

1990 4 13 4 13 5 09

199 1 4 71 45 1 4 70

1992 5 32 49 4 5 04

1993 4 72 43 4 3 67

1994 6 07 53 2 5 44

江:『岡山農林水産統計年報』各年次より作成。

表3　主要豊用機械の個人保有台数の変化(岡山市:1975-95年)(単位:台)

動力糀胤 餌 トラクター 動 力 田 植 機 自脱型 コソバイソ 米 麦 用 乾 燥 機

1 9 7 5 年 1 5 ,0 8 9 1 ,2 0 4 3 ,6 2 4 1 3 ,3 9 3

1 9 8 0 1 6 ,5 6 6 4 ,5 6 8 7 ,7 0 8 1 2 ,3 5 2

1 9 8 5 1 7 ,8 9 2 5 ,7 4 5 8 ,5 0 3 1 0 ,7 5 7

1 9 9 0 1 7 ,2 2 5 6 ,4 4 8 8 ,6 9 5 8 ,3 9 9

1 9 9 5 1 6 ,0 6 5 6 ,4 0 3 8 ,5 6 3 6 ,9 1 2

増

減

19 75 - 19 8 0 1 ,4 7 7 3 ,3 6 4 4 ,0 8 4 △ 1 ,0 4 1

19 8 0 - 19 8 5 1 ,3 2 6 1 ,1 7 7 7 9 5 △ 1 ,5 9 5

1!追5 - 19 9 0 △　　 6 6 7 7 0 3 1 9 2 △　 2 ,3 5 8

1!樹)一19 9 5 △ 1 , 16 0 △　　　 4 5 △　 1 3 2 △ 1 ,4 8 7

注:『農業セソサス』各年次より作成。
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燥施設が設立されたことに起因している。つまり、1974年、岡山市藤田地

区にライスセソターが設置されたのを皮切りに、1989年まで市内に10カ所

の大規模乾燥施設が設立され、個人所有の乾燥機もそれに相応しながら台

数を減らしていったのであるl2I。

さらにこうした機械化の進展は、農業労働力の構成・編成にも変化をも

たらしている。農業労働力編成の変化を示した表4によれば、家族員数、

農業専従・主従事業者数はともに減少しているものの、一戸当りの人数は

家族員数が4.3人から4.4人、農業専従・主従者数が1.3人から1.5人の問で

それぞれ安定的に推移している。つまり、家族構成は世帯主夫婦と後継者

夫婦およびその子という直系家族が一般的で、うち経営主プラス・アルファ

の者が農業に従事しているということになる。

また、こうした一戸当りの農業専従者数が各年度比較的安定しているの

に対し、臨時的受入労働力ののべ人数は不安定であり、調査年度ごとに増

減を繰り返している。もっとも、主要農用機械の普及が進みつつある1975

年から1980年にかけてはその数は減少し、さらに1985年までは臨時雇の数

が減っていることなどから、機械化の進展にともなう省力化は、臨時的受

入労働力の削減を促す一要因となりえたことは間違いない。しかしながら、

ここ数年間は、機械化と臨時労働力数との相関はさほど大きくはなく、む

しろ1990年以降では、臨時雇の数が増加に転じ、そして全体として臨時的

受入労働力の増加がもたらされている。表4からだけでは、にわかには判

断できないが、数字の増加そのものは臨時雇を受け入れる農業部面での拡

大があったことを示している。

(2)水稲作以外の農業の動向

ところで、岡山市における水稲作以外の農業部門は、近年、いかなる変

化を示しているであろうか。以下、主要な家畜・鶏、畑作物、施設園芸の

各部門を取り上げ、その生産動向に注目してみたい。

まず、主要家畜・鶏の飼養農家数と飼養頭羽数の変化を示した表5をみ
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6　
主
要
畑
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物
の
作
付
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積
と
収
穫
量
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市
:1
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1-
94
年
)　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
(単
位
:h
a,
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小　
変

二
条
大
麦

な　
す

レ　
タ　
ス

た
ま
ね
ぎ
ぶ　
ど　
う

も　
も

作
付
面
積
収
穫
最
作
付
面
積
収
度
量
佃
価
積
収
穫
量
作
付
面
積
収
穫
量
作
付
面
積
収
穫
量
結
果
樹
面
積
収
穫
量
結
果
樹
面
環
収
穫
量

1
9
8
1
年

2
5
7
8
6
4
1
,3
1
0
4
,6
10

3
6
2
,5
0
0
6
0
1
,4
0
0
5
6
1
,6
2
0
5
1
0
5
,5
7
0
1
7
9
1
,3
9
0

1
9
8
3

3
3
3
1
,1
2
0
1
,4
6
0
5
,6
6
0
3
6
2
,5
1
0
6
7
1
,6
2
0
5
7
1
,8
0
0
5
0
6
7
,
18
0
1
7
8
1
,8
3
0

1
9
8
5

4
1
5
1
,5
8
0
1
,6
7
0
7
,0
6
0
3
2
2
,0
7
0
6
2
1
,3
8
0
5
8
2
,0
1
0
4
9
1
5
,8
0
0
1
6
6
1
,2
9
0

1
9
8
7

5
0
5
1
,9
7
0
1
,8
4
0
8
,0
2
0
3
2
2
,3
0
0
6
8
1
,7
1
0
5
3
1
,6
4
0
4
7
8
5
,9
0
0
1
6
6
1
,6
5
0

19
8
9

5
4
2
1
,8
1
0
2
,0
1
0
7
,7
2
0
2
8
2
,1
1
0
8
4
2
,1
1
0
4
1
1
,2
9
0
4
5
8
5
,5
8
0
1
6
6
1
,4
9
0

19
9
1

3
8
4
8
5
6
1
,8
5
0
5
,6
0
0
2
7
1
,9
0
0
8
6
2
,1
9
0
3
4
1
,
1
2
0
4
0
3
4
,5
3
0
1
6
1
1
,5
1
0

19
9
3

4
8
6
1
,7
0
0
1
,6
3
0
7
,6
10

2
8
1
,8
5
0
9
3
2
,0
2
0
3
0
1
,
16
0
3
4
2
4
,3
5
0
1
5
0
1
,3
4
0

19
9
4

2
4
8
8
0
6
1
,4
8
0
6
,7
6
0
3
0
2
,1
2
0
9
0
2
,1
8
0
3
1
1
,0
9
0
3
0
4
3
,5
4
0
1
4
5
1
,5
5
0

注
:『
岡
山
農
林
水
産
統
計
年
報
』
各
年
次
よ
り
作
成
。
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ると、乳用牛、肉用牛、豚、採卵鶏のすべてで飼養戸数・飼養頭羽数がと

もに減少しているが、一戸当りの頭羽数についてはむしろ増加傾向にある

のがわかる。これは、畜産農家の総体的な衰退化であるとともに、畜産農

家の畜産部門への特化ないし専従化の表れでもある。すなわちここ十数年

来、水稲作農業のプラス・アルファとしての「複合的」畜産業ではもはや

農家経営が維持できなくなり、そのために少数の畜産農家に家畜や鶏の飼

養が集中するという特化傾向が生じているのである。

表6の主要畑作物の作付面積と収穫量に関しては、小麦や二条大麦はほ

ぼ横這いである。なすとたまねぎは微減で、レタスは徴増している。また、

特産品のぶどうやももは、結果樹面積はともに減少し、収穫童はぶどうの

減少が疏著となっている。この中ではレタスの増加が注目されるが、これ

は、藤田地区などにおいて水稲作のプラス・アルファとして始まったレタ

ス生産が軌道に乗り、京阪神方面への出荷が増加し、さらにそれが近年、

特産品として定着したことなどが影響しているものと思われる。

また施設園芸については、表7にみられるように、施設保有農家数がや

や減少傾向にある中、1985年以降では花井・花木・種苗の収穫面積の増加

が目立っている。

このように、水稲作以外の農業生産は、一部作物を除いて、全体的に停

滞傾向にある。すでに述べたように、畜産業では飼養農家数・飼養頭羽数

が減少している。また、家畜や鶏の飼養が少数の畜産農家に集中する特化

傾向が田在化してきている。しかしながら、反面、転作・裏作作物として

の麦類、さらにプラス・アルファ部門としてのレタスや施設花井類などは、

近年、安定した収穫量を維持しており、農作物生産の複合化も一部では着

実に進行しつつある。このため、現在の岡山市の農業生産は、①米麦作、

②少数ながら畜産に特化する営農志向、(釘複合化(レタス、花井類など)

といった3つの方向ないし志向を示しており、農家もこの3つの方向ない

し志向に即する形で、それぞれが独自の経営展開をみせはじめている。
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表7　施設園芸の農家数・面積と主な作物(岡山市:1975-95年)(単位:戸,a)

施設の
農姦義

ハ　 ウ　 ス ガ ラ ス 室 主 な作 物 の収 穫 面積

農家数 面積 農家数 面 積 なす きゅうり いちご 才研・1抹

19 75年 2,182 1,017 9,891 1,封2 11,227 292 乃3 3,訂0 駈7

19 80 2.243 1,132 13,樋6 1,㌘6 11,132 1調 1 乃3 4,107 719

野菜 類 花井・花木・種苗類

1985 2,169 1,129̀ 13,封1 1,193 10,939 7部0 1調 5

1990 1,725 93 13,497 9砧 10,156 6,2 9 1,319

199 5 1湖6 921 12,765 831 8,817 6調0 1,614

注:『農業センサス』各年次より作成。ただし、1990年と1995年分は、
販売農家のみを対象とした調査結果であるため、総農家を調査対象
とした1985年以前の数値とは直接つながらない。

(3濃象経営の変化

次いで農家形態の変化過程に着目し、岡山市における農家の存在形態の

諸特徴を描出したいと思う。

まずは、専兼業別農家戸数の変化を示した表8をみてみよう。総農家数

は1975年以来一貫して減りつづけ、1995年までの20年間で約30パーセソト

減少している。ところが、専業農家数はほぼ桟這いで推移している。また

第一位兼業農家数は1990年までは減少しているが、それ以降は徴増に転じ

ている。反面、第二種兼業農家は1985年までは微増偵向にあるが、それ以

降は減少している。この結果によると、近年、農家戸数が減りつつある中

で、専業農家がわずかながらその比率を増しているのがわかる。兼業農家

については、総体的に数の減少が著しいが、最近は第一種兼業農家の増加、

そして第二種兼業農家の減少が顕著である。全体として見れば、農業離脱

の傾向は強く存在しており、数のうえでは、第二種兼業農家が圧倒的であ

る。しかしながら、減少しているとはいえ、専業農家の比率の増加に注目

しておきたい。不安定ながらも、専業農家の一定の存在が見られるからで

ある。
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このように兼業農家も、1990年前後より、第一位兼業農家と第二位兼業

農家との比率の変化など構成・内訳上の変質を示しつつあるが、同時にこ

れは兼業従事者の就労形態にも微妙な影響を与えている。表9は、被傭兼

業種類別従事者数の変化を表わしたものであるが、この裏によれば、被傭

兼業農家のうち「日雇・臨時雇」の数は、1975年以来減りつづけているが、

「恒常的勤務」も、1990年以降よりその数が減少に転じているのがわかる。

これは一方では、農地を保有したままでの安定的な通年勤務という形態が

深化・定着したということである。しかし他方では、農家数の減少によっ

て「恒常的勤務」の数が減少したということでもある。このように兼業化

は深化・定着しており、その先は総農家数の減少へとつながっている。

さらに、農家戸数の変化を経営規模別に示した麦10をみてみたい。この

表によると、耕地面積200アール未満の農家戸数は1975年以来ほぼ一貫し

て減少しているが、反対に200アール以上の農家戸数は増加傾向にある。

なかでも、300アール以上の農家はその数の増加が著しい。1975年から

1995年の20年間で、耕地面積300アール以上の農家戸数はおよそ3.7倍に、

また500アール以上ではそれが10倍にも増加している。こうした大規模農

家戸数の増加、さらに中・小規模農家戸数の減少は、離農ないし兼業化の

増大とともに、大規模農家による耕地受委託や耕地借入の増加に起因する

ものと推察される。これは、表11の借入耕地のある農家数と面積の推移過

程を見ても明らかで、実際、借入田は増加の一途を辿っている。次節で詳

述する「藤田雄町会」のような10ヘクタール規模の大型水稲作農家群の出

現も、こうした耕地借入や受委託の普及、およびそれにともなう受託農家

率の一定の上昇の結果によるものといえるだろう。

いずれにしても、こうした統計資料によれば、近年の岡山市の農家、と

くに水稲作農家に関しては、その構成ないし営農形態の変化、すなわち①

専業農家率の一定の上昇、②受託経営農家の出現(そしてそれにともなう

受託地・借入地の増加)が認められる。こうした専業農家率の一定の上昇

と受託経営農家の出現は、現在、持続的な水稲作農家経営のあり方を、近
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表8　専兼業別農家戸数の変化(岡山市:1975-95年)　　(単位:戸)

総 農 家 数 専 業 農 家 第 一 柾 兼 業 第 二 位 兼 業

19 7 5 年 1 9 ,0 1 7 2 ,0 1 5 4 ,3 3 7 1 2 ,6 6 5

1 9 8 0 1 8 ,5 0 3 2 ,2 3 4 3 , 3 6 2 1 2 ,9 0 7

1 9 8 5 1 7 ,5 4 1 2 ,3 4 2 2 ,2 5 7 12 ,9 4 2

1 9 9 0 1 5 ,2 0 1 2 ,3 0 6 1 , 1 9 2 1 1 ,7 0 3

1 9 9 5 1 3 ,6 0 0 2 , 19 8 1 ,7 5 7 9 ,6 4 5

増

減

19 7 5 - 1 9 8 0 △　　 51 4 2 1 9 △　　 9 7 5 2 4 2

1 9 8 0 - 1 9 8 5 △　　 96 2 1 0 8 △ 1 ,1 0 5 3 5

1 9 8 5 - 1 9 9 0 △　 2 ,3 4 0 △　　　 3 6 △ 1 ,0 6 5 △ 1 ,2 3 9

1 9 9 0 - 1 9 9 5 △ 1 ,6 0 1 △　 10 8 5 6 5 △　 2 ,0 5 8

注:『農業セソサス』各年次より作成。

表9　被傭兼業種莫頁別従事者数の変化(岡山市:1975-95年)(単位:人)

総　 数 恒 常 的 勤 務 出 か せ ぎ 日雇 ・臨時 雇

1 9 7 5 年 2 7 ,9 1 7 2 1 ,5 6 9 4 7 6 ,3 0 1

1 9 8 0 2 7 ,7 2 0 2 3 , 1 1 7 5 5 4 ,5 4 8

1 9 8 5 2 6 ,2 7 0 2 3 ,5 2 3 5 8 2 ,6 8 9

1 9 9 0 2 2 ,8 9 6 2 0 ,8 6 2 4 5 1 ,9 8 9

1 9 9 5 2 0 ,3 0 1 18 ,8 6 0 3 4 1 ,4 0 7

増

減

1 9 7 5 - 1 9 8 0 △　 1 9 7 1 ,5 4 8 8 △ 1 ,7 5 3

1 9 8 0 - 1 9 8 5 △ 1 ,4 5 0 4 0 6 3 △ 1 ,8 5 9

1 9 8 5 - 1 9 9 0 △　 3 ,3 7 4 △　 2 ,6 6 1 △　　 1 3 △　　 7 0 0

1 9 9 0 - 1 9 9 5 △　 2 ,5 9 5 △　 2 ,0 0 2 △　　 1 1 △　　 5 8 2

注:『農業センサス』各年次より作成。
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郊農村地域に定着させるに至っている。

米をめぐる環境が不安定な昨今、このような特定農家の専業化や大型化

の進展過程のもとで、都市近郊地農民が、米麦用大型乾燥機の共同化、さ

らにはプラス・アルファ部門の開拓など新たな営農志向を目指すところに、

岡山市農業の特徴があるといえるだろう。

注

用全市町村中の順位(総農家戸数、農業粗生産類、生産農業所得、水稲作付面積、

米の租生産額)については、『平成8年度農林水産行政の概要』、岡山市、1996年

4月、33～35ページ、による。

(2)「米麦等大規模乾燥施設の市内設置概要一覧表」、岡山市農林部農林水産課。

表11借入耕地のある農家数と面積(岡山市:1975-95年)(単位:戸,ha)

計 田 畑 (樹園地を除く) 樹 園 地

農家数 面 積 農家数 面 積 農家数 面 積 農家数 面 積

1975 年 3,439 673 - 仙 - - - -

1980 2,573 73 2,万9 67 亜2 乃 1位 a

1985 2,刃3 793 2,田3 7封 4公 認 1駈 21

1990 2,449 1,163 2,199 1,の5 詔4 現 182 乃

1995 2,480 1,刀4 2,a l 1,訂1 2 3 認 174 乃

増

減

197 5 - 198 0 △　 駈6 班 - 73 - - - -

198 0 - 198 5 △ 190 飢 △　 216 57 26 9 △　 2 △　 2

198 5 - 199 0 伍 370 1謳 誕1 △ 104 6 16 4

199 0 - 19 95 31 171 32 176 △　 1 △　 6 △　 8 0

注:『農業セソサス』各年次より作成。ただし、複合経営農家も含まれ
るため、田・畑・樹園地の農家数の合計値は、「計」の値と一致し
ない。
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lII.藤田地区の生産・労働

II節で見た岡山市の農業の中で、調査の対象地とした藤田地区は、児島

湾干拓によって形成された平坦地である。歴史的には、1899(明治32)年

に藤田組によって第一区より児島湾干拓工事が始められ、戦後は国営事業

として農林省により工事が継続され、1963(昭和38)年に完了された。児

島湾に接する玉野市・澤崎町に属する第七区と合わせて、合計5,474ヘク

タール(藤田地区2,152ヘクタール)の米麦専作地である。この地域は、

水稲直播栽培の水稲省力技術の実用がはかられたところとして、日本の農

業の中でも大きな位置を占めた。しかしながら、昭和30年代以降の水島工

業地帯の形成、さらに1964(昭和39)年の岡山県南新産業都市の指定によ

る農家労働力の流出、そして国道30号線の開通(昭和36年)などにより、

都市化が進展した。こうしたなかで、1975(昭和50)年、藤田村が岡山市

に合併され、現在の岡山市藤田地区を形成している。

ところで、この干拓地では、すでに述べたように、米麦を基幹作物とす

る水田地帯としての農業が典型的に営まれてきた。しかし、都市化の進展

の中で、兼業率が高まり、水稲作のみの兼業農家の形成が一般化していく。

他方、そうではあるが、都市近郊地をいかしながら、一部には専業的に自

己の農業経営を拡大させる農家群も見られる。また、畑作の導入をおこな

い、後述するように、地域の特性を活かした作目選定をおこない、生産組

織を結成して産地形成に努めてきた農家群もある。こうして、圧倒的な兼

業化のなかにおいても、たゆみない農業生産の活動が、都市近郊地藤田に

おいておこなわれている。本節は、現在の時点での、以上の藤田地区の農

業生産の現状を、「藤田雄町会」、「藤田レソコソ生産者組合」、「藤田レタ

ス部会」の活動を検討するなかで明らかにし、その意義を問うことを課題

として位置づけてみたい。
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(り藤田雄町会

まず、「藤田雄町会」の活動から見てみよう。この「藤田雄町会」は、

雄町という品種の酒米を生産する農家の集まりである。会の結成は1989

(平成元)年、出発時の会員数は4人である。後述するように、この会の

リーダーであるA氏を中心として、以前所属していた「アサヒの会」(水

稲品種アサヒを栽培する農家の集まり。会員数約100人)の会員が3年ほ

ど勉強して、始めたものである。1995(平成7)年時点で、自主流通米コ

シヒカリが24,000円/60キログラムであるのに対して、雄町は30,000円/

60キログラムとなっている。会の結成・出発点には、このような60キログ

ラム当りの単価が高いという旨味があったといえる。当然のことながら、

倒伏などの栽培技術上の問題はあるが、集団的研究を通じて、その克服に

努力している。表12は、1996年時点での「藤田雄町会」の構成を示したも

のである。これによれば、会員数は11人(10戸)であり、経営面積では、

4ヘクタールから、最大で60ヘクタールまで広がっているが、総じて、藤

田地区の大型農家の

集まりであることが

わかる。それぞれの

所有耕地面積につい

ても、表12の欄を見

てみると、典型的な

受託経営であること

がわかる。すでに述

べたように、藤田地

区は、都市近郊地と

して兼業深化の度合

が高く、その分、耕

地の流動化率が高い

わけである。その流

表12　藤田雄町会の構成

所 有 面 積 経 営 規 模 担 当 者 年 齢

① 10 .0 (h a) 60 .0 (h a ) 40 (歳 )

(∋ 5 .0 20 .0 50

③ 7 .5 18 .0 47

任) 2 .7 18 .0 60

① 1 .5 6 .0 38

(り 2 .3 8 .0 28

¢) 5 .0 7 .0 43

㊥ 4 .5 10 .0 53

⑨ 3 .0 5 .5 56

⑲ 1 .3 4 .0 41

注:1996年7月の聴取りによる。
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動化した蔦地を、受託経営という形で集積し、大規模に酒米栽培をおこなっ

ている。表12の(Dの出家のJ易合、受,托件数100、そして専属の職員を10人、

オペレーターとして雇用しているのが`夫状である。また同じく表12は、経

営主の年齢を示しているが、60歳の一一人を除けば、その年齢は比較的低く、

20代の経営主も存在している。つまりは、大型農家として後継者が確保さ

れ、あるいは確保される可能性が大きく、その分安定的な経営となってい

ることが特徴である。以上のような構成を示している「藤田雄町会」は、

それでは会としてはどのような活動をしているであろうか。もともとは独

自の生産組織として出発した当会ではあるが、平成4年以降、藤田農協の

組合員組織として再出発している。会の組織構成としては、会長1名、副

会長1名、会計1名となっている。また会費は、生産数量60キログラム当

り50円となっており、つまりは経営規模の大小に応じて徴収している。会

の主な事業活動では、(D良質の雄町のための現地研修、(∋刈取り前の集ま

り、つまり綱目を決定したり、包装を決めたりの活動、(訂農閑期に酒屋に

出向いて酒米の評価を聴取りする、などがある。なお、酒米は全量農協に

出荷されている。

次に、以上の「藤田雄町会」の内容を前提にして、それに属する個別農

家の経営状況・営農意識を検討してみたい。

(a)事例1

家族構成

世帯主佃、妻糾、長男囲、嫁囲、長女掴、長男の長男(7)。一

経営状況

経営面積1,800アール(うち270アールが自作地であり、レソコソ120

アールを含む。受託経営面積は1,530アールであり、30ヶ所から利用

権設定にもとづいて受託している。自分の家が属する錦六区の他に、

他集落、つまり都六区にも受託地をもつ)。農業機械、トラクター5

台(42PS1台、33PS1台、30PS1台、26PS1台、22PS1台)、田

植機1台(6条乗用)、コソバイソ1台(6条刈乗用)、乾燥機8台
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(60石4台、40石1台、30石3台)。洗浄機1台。堀取機1台。畑地1

0a(自家野菜)。なお裏作の麦は、全量、藤田ライスセソターで乾燥・

調整している。

労働力配分

世帯主がレソコソ、水田経営は基幹が長男、補助が嫁。その他に、10ヶ

月1人(女性)、2ケ月1人(女性)、1ケ月1人(女性)、20日1人

(男性)合計4人を臨時労働力として雇用している。兼業従事者はい

ない。

以上に見られるように、この農家は、1,800アールの経営耕地面積をも

ち、またプラス・アルファとしてレソコソを栽培している。家族労働力3

人では経営が完結せず、臨時の雇用労働力4人を投入する典型的な専業の

大型農家である。経営担当者の一人、A氏からの聴取りによれは、次の通

りである。すなわち、すでに述べたように、「藤田雄町会」は1989年(平

成元)年に出発するが、その動機は「うるち米に対して単価が高い」とい

うことだった。収量は10アール当り420キログラム程度(約7俵)だが、

それでもうるち米に比べて有利である。現在は、品種アサヒ(うるち米)

3割、雄町7割の作付けとなっている。「麦を刈って、それから植付け、

これが技術的に難しい」。しかしそれは、これまでの試行錯誤の中で克服

してきている。もっとも「初めからうまく行くとは思わず、5年間やって

だめなら水稲(うるち米)をやろうという気持ち」だった。現在までのと

ころうまく行っている。自分としては拡大希望は「30町くらいまである。

近い田であればそうだ」ということ。「1町割の田の良いところで受託経

営が出ている」。理由は「高齢化であろう」。高齢化、「後継者は10人しか

いない。農家には1,000人いるが、ナス、レソコソ含めてそうだ」。藤田地

区は、都市近郊農業地として、兼業化率の高い地域であるが、その兼業化

で水稲作を担ってきた世代の高齢化が深刻となっているわけである。しか

し、他面では、「請負う人が増えるわけではない。ただ反別が増えるだけ

である」。すなわち、委託農家が増加する基調にあるが、受託農家そのも
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のの絶対数が少なく、その少ない農家、例えば「藤田雄町会」に農地が集

まることになる。それは、「算があわないということであろう」。小作料は、

「10アール当り120～150キログラムが現在のところである。前よりも下げ

ているが、こうである」。水稲(うるち米)の収童は、藤田地区では10アー

ル当り480キログラム(約8俵)であるから、「小作料が高く、割に合わな

い」ということになる。したがって、自分としては「拡大を希望する」が、

藤田地区全体ではそう希望する農家は「少ないであろう」ということにな

る。「国は大規模化をいうが、それはなれないのではないか」。確かに、50

～60町を経営する農家はあるが、「大きな反別、そこまで日本は行かない

であろう」。農地が近くに集積できないこともあるし、また農業機械が大

型化しても、「価格的に合わない」。藤田地区でいえば、「この辺りが大規

模化しないと、山間部は無理だ」。山間部の農地、「これが壊れると、堤防

が壊れて、水害を招くことになる」。広い意味で「農業は災害を守ってい

る。これが国民にはわかっていない」。藤田地区鏑六区は、すでに述べた

ように、農林省の国営事業として干拓工事がおこなわれたが＼A氏は事業

の完了した1961(昭和36)年に入植している。前任地である水島がコソビ

ナート形成によって、農地の代替を求めたわけである。平均1.3ヘクター

ルが配分された耕地面積であるが、以後集積に努めて現在に至っている。

そのA氏をも含めて、少数の農家が受託経営を典型的に展開している。し

かし、A氏によれば、それも3,000アール程度までの規模であり、それ以

上は無理だということになる。したがって、今後高齢化によって、入植し

た初代の担当者が引退する時期にさしかかり、それを不安に思っている。

農業の衰退に危機を感じ、「農業は災害を守っている」との環境機能をも

強調している。このように、藤田地区の米麦経営は、担い手層の問題を残

しながらも、一部に安定的に大型農家を生み出す形態をとっている。

(Zj藤田レンコン生産者組合

次に、同じく生産(老)組合である「藤田レソコソ生産者組合」の活動
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を見てみよう。この「藤田レソコソ生産者組合」は、前野耕一・三宅一郎

の調査によれば、1965(昭和40)年に設立されている(lI。もともとは1963

(昭和38)年、水島工業地帯が立地する倉敷市連島から移転した農家が始

め、それを近隣の農家が技術導入して拡大したものである。前記前野耕一・

三宅一郎によれば、「土質も白い肌のレソコソづくりに適し、稲作転換促

進事業」12)として補助金の対象にもなったとされている。1996(平成8)

年現在、会員数14名、耕作面積2,700アールとなっている。それでは、こ

の「藤田レソコソ生産者組合」はどのような組織構成を示しているか、こ

の点を同組合の規約から検討してみよう。役員で見ると、部会長1名、会

計1名のほかに監事がおかれているが、他に総会で4名の班長が選任され

る。したがって、役員会は、部会長、会計、班長で構成され、また運営さ

れることになる。事業としては、①優良品種の選定、②栽培および生産技

術の修得、③生産物ゐ共同出荷、④研究会および反省会の開催、⑤先進地

の研究、などが規約では明記されている。具体的には、どのような事業内

容を示しているか、この点を見たのが表13である。この表13によれば、一

番多いのは「研究会」であり、5回開かれている。内容は、目ならし、盆

対応について、出荷容器についての検討、年末出荷計画について、などで

ある。次いで、開催回数が多いのは、「販売会議」である。平成7年度の

表13　藤田レンコン生産者組合事業内容(1995年)

事 業 名 回数 内　　　　 容

総　　 会 1 平成 6 年事業報告会計報告、平成 7 年事業計画会計計画

役 員 会 1 市場挨拶

販売会議 4 出荷計画、平成 7 年販売状況、今後の見通 しについて

研 究 会 5 盆対応、盆出荷対応、出荷容器、年末出荷計画、日ならし

盆出荷対応 1 出荷計画

年末蛸 対応 1 出荷計画

注:平成8年度藤田レンコソ生産者組合総会資料による。
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事業報告を見ると、出荷計画について・販売状況について・今後の見直し

についての検討がその内容をなしている。その他は、「役員会」(市場挨拶)、

「盆出荷対応」、「年末出荷対応」、「総会」の各1回の開催となっている。

以上の内容をもって「藤田レソコソ生産者組合」は活動しているわけであ

る。

次に、以上のところを前提にして、それに属する個別農家の経営状況・

営農意識について検討してみたい。

lb)事例2

家族構成

世帯主囲、妻的、長男的、嫁国、長男の長男掴、長女的、次男(8)

経営状況

経営面積250アール(水稲150アール、レソコソ100アール)。農業機械、

トラクター1台(23PS)、田植機1台(4条乗用)、コソバイソ1台

(2条刈乗用)、乾燥機は所有せず、藤田ライスセソターを利用して

いる。洗浄機1台、堀取機1台。

兼業は長男が常勤(公務員)である。労働力配分は、世帯主が基幹、

妻が補助となっている。

以上に見られるように、この事例2の農家は、250アールの経営耕地面

積をもち、レソコソは、そのうちの100アールに栽培されている。経営担

当者のK氏からの聴取りによれば次の通りである。レソコソの栽培は1973

(昭和48)年からで、「転作がらみであった」。以前は作付はもっと少なく、

30～50アールであった。もっと前は「い草を栽培していた」。当のい草は、

水島工業地帯の公害によって「先枯れ」がでて、なにか換金作物はないか

と探していた。すでに述べたように、レソコソは干拓地の土壌に合ってお

り、しかも「稲作転換促進事業」の補助金の対象ともなり、当時は魅力が

あったわけである。ただし、現在は堀取機による機械作業として省力化さ

れたが、始めた当時は「手掘り」であり、多大の労力を必要とする収穫作

業であった。作業は次の通りである。すなわち、植付け4月中旬、病害虫
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防除4月～7月、浮草・アオミドロ除去4月～7月、異株除去6・7月、

収穫8月下旬以降。そして、出荷は、当の8月下旬以降、翌年の5月まで

続くことになる。出荷は個人である。別な言い方をすれば、「年末のレソ

コソは共選にするが、それ以外は個選である」。出荷先は、「岡山市、少し

は大阪へ行っている」。岡山市場が主体である。経営の意向としては、「現

状維持」である。労働力の関係で、拡大はむずかしい。息子が仕事をやめ

て手伝おうとも言うことがあるが、それで済むという問題でもない。米麦

を補う「換金作物」としては、この程度なのではないか。レソコソ栽培農

家の問題は「後継者がいない」ということである。組合としては2人くら

いはいるが、あとは後継者がいないという問題である。「レソコソ栽培農

家の高齢化は今後も続くであろう」。

以上のように、K氏の場合、い草にかわる「換金作物」として、レソコ

ソ栽培を導入し拡大してきている。しかし、労働力の配分ともかかわって、

米麦の補完的役割を越えることはない。しかも、K氏の場合のみならず、

レソコソ栽培農家の担い手そのものが高齢化しており、後継者の問題をか

かえている。作業期間が通年に渡るというところから、水稲作のみの場合

のように賃労働兼業とは両立しがたいことがある。岡山市を主市場とする

近郊農業の典型的作物として栽培されてきたが、現在輸入レソコソとの競

争も含めていくつかの解決すべき課題がある。

(3)藤田レタス部会

最後に、「藤田レタス部会」の活動を見てみることにしよう。前記前野

耕一・三宅一郎の調査によれば、1972(昭和47)年に「藤田レタス生産者

組合」として設立されている用。設立当初の参加戸数は35戸である。もと

もとは、少数の農家が水田裏作に導入したものであるが、1973(昭和48)

年、「自立経営農家育成事業」の一環として農協を中心として推進され、

以後拡大してきたものである。1990(平成2)年、「藤田レタス部会」と

して藤田農協の組合員組織となり、1996(平成8)年現在、参加戸数41戸
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である。それでは、この「藤田レタス部会」はどのような組織構成を示し

ているであろうか。同部会の規約によれば、部会長1名、副部会長2名、

監事1名、運営委員5名である。したがって役員会は、部会長、副部会長、

監事、運営委員で構成されることになる。事業としては、①優良品種の選

定、②栽培および生産技術の修得、③生産物の共同出荷、④研究会および

反省会の開催、(9先進地の研修となっている。具体的には、どのような事

業内容を示しているか、この点を見たのが表14である。この裏14によれば、

一番多いのは「役員会」であり、計13回開かれている。次は「研修会」で

ある。これは、市場研修やラップ工場見学などがその主内容である。その

他は「研究会」(包装機)、「市場視察」、「レタス安値対策」、「農協まつり」

(苗無料配布)の各1回の開催となっている。

次に、部会長からの聴取りから、同部会の活動について補足しておこう。

作業は、8月播種、10月から収穫、終わるのは6月ぐらいである。部会と

しての活動は、「播種、出荷計画、出荷日の決定、品種の統一」が中心で

ある。出荷先の関西では「プラソド物」である。つまり産地形成・銘柄化

がなされている。技術については「先人のものを学んでいる」。藤田地区

は水田地帯なので、休耕田があいており、これも利用している。包装機は

表14　藤田レタス部会事業報告(1995年)

事 業 名 回数 内　　　　　　　　 容

総　　 会 2 平成 7 年事業報告会計報告、臨時総会

役 員 会 13 目な らし、包装紙、出荷箱、販売検査 など

研 修 会 3 班長市場研修、現地研修、 ラップ工場見学

研 究 会 1 包装機について

市場視察 1 京都市

レタス郷 様 1 経済連

農協まつり 1 苗無料配布

注:平成8年度藤田レタス部会総会資料による。
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個人所有、播種機は農協か′ら共同で借りている。「種をまくときだけ共同、

出荷したときは共選になる。だから検査員をおいている」。「50年代は組合

員80数人いた」が、以降減少している。昔は手仕事で大変であったが、現

在では600個/1日でできる。栽培する人は減少してきたが「面積は減っ

ていない」。機械化を前面に出して、高齢化してもできることを考えてい

る。当面する課題は、「人を入れなければならない」ということ。勤め人

が多く、定年退職した人を迎え入れたい。そして労働力の軽減、機械化で

ある。全体としては「生産者、生産面積をどう増すかが問題である」とい

うことになる。

以上、藤田地区の生産・労働を、「藤田雄町会」、「藤田レソコソ生産者

組合」、「藤田レタス部会」の3つを対象として、その具体的内容に即して

見てきたl`)。都市近郊地として、兼業化の進展が著しいなかで、にもかか

わらず、都市近郊地帯、また干拓平坦地という土地柄を生かして、農業生

産が多様におこなわれていることを理解することができる。例えば「藤田

雄町会」は、典型的な大型受託農家として形成されており、また、「藤田

レタス部会」に見られるように、高齢化に対しては機械化・労働の軽減で

対処し、さらにはそうして定年退職者も迎え入れ、参加人数・面積の拡大

を志向するということもある。全体として、干拓地入植の第一世代が高齢

化する時期にさしかかり、後継者問題も深刻化するなかで、藤田地区の農

業生産も曲り角にきている。そのなかで、今後当の問題にどう対処するか

が大きな課題となっているといえる。

注

tl)前野耕一・三宅一郎「児島湾干拓地における農業経営形態の調査」『農業研究部

報』第11号、岡山県立興陽高等学校、1979年、5ページ。

(2)前野耕一・三宅一郎、前掲論文、5ページ。

(3)前野耕一・三宅一郎、前掲論文、5ページ。
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(4)藤田地区の他の代表的な作物にナスがある。もともとは「藤田第一施設園芸組合」

(昭和38年設立)として出発したものであるが、現在では藤田農協の組合員組織、

「藤田ナス部会」として活動している。1996年(平成8)年、参加人数21名であ

る。藤田農協平成8年度「通常総代会資料」によれば、平成8年度の販売数量は

490.7トソ、販売金額は225,110,000円となっている。「施設ナス」として、産

地形成に成功しているわけである。

Ⅳ.藤田地区の住民生活と町内会

III節では藤田地区の生産・労働について見たが、本節では、当地区での

住民、とりわけ農民の生活のあり様を、町内会(区会)の動きを通して見

てみることにしたい。われわれの観点からすれば、こうした町内会の動き

の中に農村地域に固有の生活の実態が反映されていると考えるからである。

そこでまずは、順序として、岡山市全体の町内会組織の構成について確認

しておきたい。

(1)岡山市の町内会

岡山市の場合、町内会組織は図1に見られるように、全町内会の統括組

織としての「岡山市連合町内会」を頂点に、小学校区ないし地区単位の

「学区・地区連合町内会」、さらにその下部組織としての「単位町内会」

という3つの段階的な組織によって

構成されている。

岡山市連合町内会(以下、市連合

会と略記)は、各小学校区(地区)

の連合町内会長を会員として組織さ

れ、総会は原則として年一度。その

他、役員会、理事会、部会などが不

定期に開催される。総会で承認され

た会長(1名)、副会長(3名)、常

図1　岡山市の町内会組織
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任理事(5名)、理事(20名以内)、会計(2名)、監事(2名)ら役員が

事実上会の運営隼あたるが、事務所が市長公室地域振興課内にあることか

ら、市職員との協力関係も密である。また、町内会規約第3条によれば、

当会の目的は、「加盟の連合町内会相互の親睦を図り、市と連絡を密にし、

市民の福祉増進を期し、岡山市の発展に寄与すること」となっており、こ

のかぎりで、市連合会は行政(市)の補完・補助組織であることがうかが

える。

学区・地区連合町内会(以下、学区連合会と略記)は、原則として小学

校区に各一つずつ設置され、1996(平成8)年7月現在、市内には93の学

区連合会が存在する。岡山市の小学校区は83区であるから、各学区におお

よそ一つ、.そしてそれ以外にも地区レヴェルの連合会がいくつか存在する

ということになる。もっとも、この学区連合会は、行政や市連合会といっ

た上位機関と単位町内会などの下位組織とを媒介する中間的組織ではある

が、小規模な集落ないし地区を小学校区単位に再統合してつくったもので

あることから、とくに旧村単位の集落と小学校区が一致しない地域などで

は組織そのものが形式化しつつあるのが実状である。

一方、学区連合会とは別に、市内83小学校区の約7割に相当する58区に

は、コミュニティ協議会が設置されている。このコミュニティ協議会は、

地区内に「コミュニティ・ハウス」とよばれる施設を保有しているのが特

徴で、その組織形態は地区によって異なっている。学区連合会とまったく

の同一組織である場合もあれば、学区連合会やPTA、さらに老人会や婦

人会などの統括組織であるという場合もある。ただこの組織は、市がコミュ

ニティ協議会の事務局長に諸権限を委託しているために形式上行政や町内

会からは独立しているものの、独自の施設を保有しているという点以外、

実際の活動内容等に関しては学区連合会と重複する部分が多い。

そして、これら中間的組織の下位に位置するのが、単位町内会(もしく

は自治会、区会)である。市内には1,513の単位町内会があり、その多く

が旧村ないし集落単位のまとまりである。原則として一連の町内会の末端
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に位置する組織であるが、会によっては例外的に市連合会や学区連合会に

加盟していないものもあり、必ずしもすべてが上位町内会組織に包括され

ているわけではない。加入率は現在88パーセソトで、年々その割合は減少

傾向にある。活動は、防犯・防火や用水管理、さらに浄化槽の設置補助と

いった行政の補完的業務から祭りなどの文化的行事の開催・運営にいたる

までの幅広いもので、会そのものは総体的に地域の生活領域全般にコミッ

トする包括的な組織であるといってよい。

ところで、これら一連の町内会に対する市の補助金・助成金についてで

あるが、直接町内会に支給されるものとしては表15に見られるような3つ

ものがある。まず町内会業務に対する謝礼金である「自治振興報依金」と

して、年煩1世帯当り340円(世帯割)、さらに年額平均2,200円(組織割)

が、単位町内会ごとにそれぞれ支給される。また「集会所の新築・修繕に

対する補助」として、新築の場合は最高300万円まで、修繕の場合は

最高40万円までが、必要に際してそれぞれ援助される。「市連合町内会に

対する補助」としては、平成7年度で合計約1,100万円が市より支給され、

その大半が学区運営費として、各学区・地区連合会に65,000円ずつ配分さ

れることになる。

さらに、これら町内会への直接的な補助金以外にも、防犯等の補助金と

表15　町内会に対する市からの主な補助金・助成金

用　　 途 支 給 額 ・ 分 配 先

自治 振 興報 償金
町内会業務 に対するも 単位町内会ごとに、欄 1世帯当り諷椚(僻捌)

ろもろの謝礼 単位町内会ごとに、年額平均2,2∞円(組織割)

集 会所 の新 築 ・ 集会所等の新築や修繕 新築 の場合　 最高300万 円

修繕に対する補助 に対す る補助 修繕の場 合　 最高　 40万 円

市 連 合 町 内 会 学区 ・地区連合町内会 合計約1,100万円 (平成 7 年度)

に 対 す る 補 助 の運営費 (1学区・1地区当り年額65,000円)

注:1996年7月の聴取り(岡山市役所地域振興課)による。
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して年都の3分の1(3期のうちの1期分)相当分、一般廃棄物の減品化

やゴミ分別の指導・普及にあたるリサイクル推進委員に年績1万円程度

(1名当り)ll)、また老人会や子供会などに対しても相応績が、それぞれ

町内会を通して市より援助されている。

このように岡山市の町内会は、その組織構成や活動内容、補助金の配分・

流通等を見るかぎり、形式的には行政の補完的機関であるといえる。しか

しその内実は、むしろ行政の手を離れて、任意団体に近い形で存続してお

り、とりわけ末端にいけばいくほど、地域ごとに異なる生活欲求の充足を

目指して多様な活動を展開している。

(2)藤田地区の町内会

つづいて、藤田地区の町内会の一つを取り上げ、近郊農村地域の町内会

の諸特徴を例示するとともに、藤田地区住民の生活のあり様を、町内会の

活動内容を手がかりとして持出してみたい。

藤田地区は前述の通り、大曲、都、錦、都六区、錦六区という旧村レヴェ

ルの5地区から成っている。しかし藤田管内の小学校は、第一、第二、第

三の3校しか存在せず、したがって学区連合町内会も第一(大曲、都)、

第二(鏑)、第三(都六区、錦六区)と、旧村単位とは異なる3組織から

成ることになる。錦地区が単独で第二学区の町内会を形成しているのに対

し、第一、第三両学区における連合町内会は、小学校区にもとづく学区町

内会と旧村単位の地区町内会とが別組織となり、より複雑な組織構成をな

している。

本節ではこうした背景をふまえ、水稲作農家の占める割合が高い第三学

区、さらにそのうちの錦六区の町内会をそれぞれ例にとり、まずは当該学

区内の町内会の組織構成を整理し、次いでそれらの具体的な活動内容を確

認したいと思う。

第三学区内の町内会組織図、図2からもわかるように、第三学区連合町

内会は、都六区と錦六区という旧村レヴェルの地区町内会による連合組織
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図2　藤田地区第三学区内の町内会組枯図
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である。会長(1名)および副会長(1名)は、都六区、錦六区両地区町

内会長が兼任し、会計(1名)、書記(1名)、監事(2名)などの役員も

各地区の町内会役員が兼任する。原則として総会はなく、年一度の新旧役

員会が開催されるのみで、その場で前年度の事業報告、および会計決算報

告の承認がなされる。また、1996(平成8)年4月13日開催の新旧役員会

の協議・報告内容を見てみると、(》交通事故状況について、②「春の交通

安全市民運動」について、③藤田地区地域振興推進協議会について、④藤

田地区パイロット推進(交通安全対策)協議会について、⑤ゴミの5種分

別とリサイクルについて、⑥妹尾川および沖橋の改修工事について、⑦藤

田用水事業計画(パイプライソ)について、と防犯対策やゴミ分別、さら

に河岸改修工事や用水事業計画など行政の施策・計画の確認が主となって

いる。tZ)

表16は、平成7年度第三学区連合町内会の収支決算概要であるが、この
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表によれば、収入分の約80パーセソトに当たる側溝清掃費やゴミ分別費な

ど市からの補助金の大半が、支出として都六区、錦六区両町内会へ分配さ

れているのがわかる。さらに、会費徴収による収入がなく、独自の事業支

出がないことなどから、この町内会は行政や市連合会などの上位組織と下

位町内会とを媒介する中間的組織でありながら、その性格は上意下達的な

傾向が強いものと思われる。このことは、当該学区連合会が行政情報や補

助金のたんなる伝達・分配網と化していることのあらわれともいえるだろ

う。

一方、その下位に位置する旧村レヴェルの地区町内会の一つ、錦六区町

内会を見てみたい。錦六区町内会は、居住地に応じて区割された東地区、

岡地区、沖地区の3単位町内会(34班・296戸)を統括する地区町内会で

ある。統括組織といっても、各単位町内会がほとんど活動していないこと

もあって、事実上はこの錦六区町内会が本来の単位町内会の役割をも代行

している。役員は、会長1名(第三学区連合町内会会長を兼任)と東、岡、

沖各単位町内会の会長(各1、計3名)、副会長(3名)、会計(1名)、

監事(2名)、書記(1名)らによって構成され、さらにその下に34班長

が名を連ねている。会費は、アパート・マソショソ等を除いて一戸当り年

類3,000円。平成7年度の会費納入率は99.3パーセソトとほぼ完納に近い。

また、明文化された規約や事業報告・計画書めようなものは存在せず、会

合は必要に応じて随時開かれる。

平成7年度錦六区町内会の収支決算概要を示した表17によれば、収入分

は、前年度の繰越金を除いた約75パーセソトが町内会費、残りは市よりの

援助金で占められている。支出分は、11.2パーセソトが各種団体への助成

金となるが、これは消防後援会への60万円、長寿会への10万円をはじめ、

防火委員会、防犯連合会、育成会、愛育委員会、敬老会といった計7団体

に対する助成金である。事業等の支出については、額そのものは少ないも

のの、ゴミ分別や清掃の費用、さらにパイロット資金(交通安全対策費)

など店住環境整備にともなう支出が中心となっている。また行事・祭事は、
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原則として鍋六区町内会主催のものは存在せず、したがって盆踊りや運動

会など催物に対する支川は、主催団体への寄付・援助金に限られることに

なる。この収支決算概l要、とりわけその支出項目を見るかぎり、この町内

会は、盆踊りや運動会など地域独自の文化的行事の主催こそしないが、小

学校や保育園を含む第三学区内の諸団体との交流は盛んで、地区内の安全

対策、環境整備にも熱心であることがうかがえる。

さらに、この地区には水稲作農家が多いにもかかわらず組織的な水利組

合や生産組合などが存在しないことから、用排水の管理・運用の一部もこ

の町内会に任され、会内に「水利監督員」1名、「用水員」2名が配置さ

れている。そのために、用水の維持・管理や河岸の除草、さらには行政へ

の用排水整備、改善請求なども錦六区町内会の主要な任務となっている。

もっとも、大規模な河岸整備や川掘り、さらには個別の浄化槽設置など業

者委託をともなう業務の支出分については、町内会会計の枠外に別個設け

られた用水会計の中から拠出することになる。印

いずれにせよ、錦六区町内会は、地域に直接税を下ろした住民自治組織

の一類型であり、たんなる伝達網でしかない第三学区連合町内会とはその

性質を異にしている。つまり、地区内の清掃や安全対策、さらに用排水管

理など、住民生活に必要な雑事に具体的にコミットするのは、第三学区の

連合会ではなく、実際は旧村からの結びつきである錦六区の町内会組織な

のである。それは、文化的行事を除く大半の地区内事業が、錦六区町内会

の名の下で行われているのを見れば、おのずと了解されよう。学区連合会

でもなく、単位町内会でもない、いわば行政の監督外で「非公式」に存在

している旧村レヴェルの地区町内会が、行政の補完的機関として、また民

意の集積機関として事実上機能しているのである。

近郊農村地域の都市化の進展、それにともなう「兼業化」、「混住化」の

傾向は、藤田地区とて例外ではないが、ことに町内会組織に関しては、依

然として300戸にもおよぷ旧村単位による編成が主となっている。これが、

藤田地区の地域的特殊性、すなわち干拓事業にともなう戦後入植農家の集
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住という固有性・特異性と無関係ではないことは容易に推察されよう。先

住地を離れ、藤田地区へと移住してきた入植農家は、生活や農業生産の面

で、集落や地区単位の新たな紐帯・扶助を切望し、そこにさまざまな自治

組織を自主的に創出してきた。そして、これら諸組織の単位集落であった

のが、国道30号線(旧堤防)や妹尾川などを境界線とする前記5地区であ

り、諸々の自治活動や用水管理、さらには一部農業経営などもこの地区を

単位として展開されていった。つまり、入植以来の「地区内」自治活動や

「地区別」生産活動が、結果として町内会組織をも各地区ごとに定着させ、

それを比較的大きな「旧村単位の集落」というまとまりで今日まで存続さ

せるに至ったわけである。

このため錦六区町内会は、行政側の都合で便宜的に設置された学区連合

会や単位町内会とは、その成立過程からして根本的に性格が異なるもので

あるといってよい。-第三学区連合会や東、岡、沖の各単位町内会が形式化

する中で、入植以来の旧村構成である鏑六区の地区町内会は現在も、用水

の管理・運用や河川整備など農業経営に不可欠な諸事業の運営主体であり

つづけている。このことは、鏑六区の住民相互が入植以来共通の水稲作農

業という絆で結ばれている証であり、また旧村編成の町内全組織が、今な

お多分に農家組合的特性を内包していることの結果ともいえるだろう。組

織的かつ包括的な生産組合が存在しない藤田地区では、こうした地区町内

会がその役割をも補完し、地区内農民の生活基盤を支えているのである。

注

(1)「岡山市リサイクル推進員制度概要」、岡山市役所地域振興課。

(2け第三藤田学区連合町内会新旧役員会」配布資料、平成8年4月13日。

聞「平成7年度用水会計報告書」(錦六区分)によれば、平成7年度の用水会計支

出は、汐廻し、除草、藻除け、石油流出除去、船外機修理、用水研修の各費用分、

総研3,051,365円(次年度繰越金を除く)となっている。
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Ⅴ.おわリに

以上、岡山市藤田地区を事例として、まず当該地域の生産・労働を、

「藤田雄町会」、「藤田レソコソ生産者組合」、「藤田レタス部会」の活動を

通じて検討してみた。すでに述べたように、藤田地区は、もともとは米麦

専作地域として、平均1.3ヘクタールの所有面積をもつ同質的な農家群の

集まりとして形成された。しかし、都市近郊地として、岡山市街地・倉敷

市への通勤兼業が深化するなかで、これらの農家群も分化し、一部専業へ

と志向する農家と多数の通勤兼業農家に分化してきている。つまり、水稲

作のみの兼業農家の形態の一般化である。しかも、現在では藤田地区への

入植第一世代が高齢化し、農業そのものの継承の問題も生じてきている。

しかし、そうした反面、都市近郊地という土地柄を生かし、農業経営の展

開を担っている農家群も存在している。本稿が注目したのは、こうした農

家群にはかならない。「藤田雄町会」は受託経営塾の大型農家である。平

均収量が10アール当り480キログラム(約8俵)に対し、小作料は同じく

10アール当り120～150キログラムであるから、「小作料が高く、割に合わ

ない」ということはあるが、一方では単価の高い「雄町」を栽培し、他方

では土地の集積によって収益量をはかっていくわけである。現在10戸の農

家が「藤田雄町会」に参加しているが、当面、参加戸数の増加そのものは

予測できず、参加農家の一戸当り経営面積が増加するものと思われる。委

託希望が増加するなかで、その受け皿の一形態として、その活動の動向が

注目される。なお、「藤田雄町会」の会員は、錦六区、錦、都、都六区の

4集落に渡っており、その意味では鏑六区の集落と一対一の対応関係はな

い。また、委託先も錦六区内に限定されず、同じく4集落に渡っている。

鏑六区の代表的な生産組織ではあるが、その構成と活動範囲は集落の枠を

越えている。

「藤田レソコソ生産者組合」、「藤田レタス部会」は、干拓平坦地におい

て、自己の農業経営の維持・拡大を複合部門において見出した農家群であ
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る。これらの農家群は、作目を選定し、地域性を勘案し、そして技術体系

を組み立て、そうして産地形成にまで進んだわけである。「藤田レソコソ

生産者組合」は、児島湖に近い錦六区の14戸の農家で構成されている。こ

の場合には、組合員と錦六区集落は一致しており、集落内生産組織といえ

る。他方、生産者組合を構成しているが、すでに述べたように、「年末の

レソコソは共選にするが、それ以外は個選である」。洗浄機、堀取機も個

別所有であり、その意味では規制力の弱い組織である。しかし、それも後

継者の確保が難しく、そのため高齢化が進んでいる。レソコソ栽培の作業

そのものが通年に渡るという特殊性から、経営志向も「現状維持」である。

今後も、拡大の志向は認められず、複合部門としての発展はにわかには期

待しがたい。干拓地特有の複合部門ではあるが、当面は集落を単位として、

その再生産がはかられるかどうかということになっている。「藤田レタス

部会」は、参加戸数41戸であり、「藤田レソコソ生産者組合」に比して数

は多い。また、部会として、共同播種の実施、播種機の農協からの借用、

出荷時の共選体制をとるなど、部会としてのまとまりは強い。最盛時には

参加戸数が80戸を越えたことを考えれば、栽培農家は減少したが、一戸当

りの栽培面積は増加しており、そのかぎりでそれなりの発展といえる。し

かし、「藤田レソコソ生産者組合」の場合と同様に、「生産者、生産面積を

どう増すか」が問題である。「藤田レタス部会」の部会員は、鏑六区、錦、

大曲、都、都六区と全域に渡っている。ただし、中心集落は郡である。そ

の意味では、都での部会員の動向が部会のあり方を規定するものと思われ

るが、部会の存続そのものは、単位集落の構成員の活動にかかっている。

錦六区集落の役割も大きいわけである。

ところで、藤田地区の住民生活については錦六区集落を対象に、その町

内会(区会)活動を通じて検討した。それによれば、事業内容としては消

防後援会、長寿会、防犯連合会、愛育委員会、敬老会など各種団体への助

成金支出のほかに、集落内の安全対策・環境整備がその主なものとなって

いる。この点では、都市部の町内会と同様の事業内容をうかがい知ること
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ができる。しかし、錦六区集落の場合には、それにつきるものではない。

用排水の管理が町内会に任されており、そのため町内会のなかに、「水利

監督員」1名、「用水員」2名がおかれている。こうして、実際に用水の

維持・管理の一部が、町内会の主要な仕事の一つとして位置づけられてい

るわけである用。確かに、都市近郊地として、そして生活様式の「都市化」、

「泥住化」の進行は、生活面での集落の機能を高めたといえる。そのかぎ

りで錦六区の町内会も都市部の町内会に近いわけである。しかし、他方で

は、水稲作を中心とした農業の営みがあり、その担い手でもある「小生産

農民」の居住地であるかぎり、生産面を失った都市の「近隣」と同質の社

会にはならない。少なくとも現在の錦六区の現状はそうなのである。

以上のように藤田地区の住民生活を、全体としてみると、その「都市化」、

「混住化」は著しいが、反面では、都市近郊地農村として、米麦、レソコ

ソ、レタス、その他の作目が営々と栽培されており、その生産・労働と相

互に関わりながら、集落の生活がおこなわれているわけである。ここに、

郡市近郊地農村の現在の典型的な姿を見てとることができるのである。

注

用もちろん、鳥越略之氏がいうように、全体として町内会機能の「実質的役割」か

ら「補強的役割」への移行が認められることはいうまでもない。(鳥越蛤之『地

域自治会の研究』ミネルヴァ書房,1994年,63ページ)

付記

本稿は、平成5・6・7年度文部省科学研究費補助金・一般研究C(代

表:秋葉節夫)「農村社会の変容と農家経済・生産組織の現状」にもとづ

く研究成果の一部である。本稿の執筆にあたっては、とくに藤田農協の佐

藤克彦、前野耕一両氏に資料の提供を含めて様々な労をとっていただいた。

また、調査対象農家の皆さんには、貴重な時間を割いて、快くイソタヴュー

に応じていただいた。心から謝意を表する次第である。




